
7,837,462
12,309,940

－

常 備 消 防 －

水 源 －

歳 入 の 状 況 （ 千 円 ％ ）

公 害 防 止 － －－ 土地開発公社土地保有高

高 度 技 術

ご み 処 理

火 葬 場

実質収支C-D E
単年度収支 F

D

－○

積立金取崩額 I
F+G+H-I

－小 学 校

収

支

の

状

況（

千

円）

A-B=C

積立金 G
繰上償還金 H

農 業 用 水財 産 管 理 ○

中 学 校

し 尿 処 理

－ 商 工老 人 福 祉

平 成 ２ ２ 年 度 平成２１年度 市 町 村 コ ー ド 212121

基 準 財 政 需 要 額

第 ２ 次

第 ３ 次

A 18,055,963
基 準 財 政 収 入 額

市 町 村 台 帳 決 算 内 容 ふ り が な ときし

市 町 村 名 土 岐 市

第 １ 次
産業構造（人 ％）

農 業 共 済 事 業 ○

国

調 増 減 率 増 減 率

61,031

歳入歳出差額

184,698
347,068

翌年度へ繰り越すべき財源

介 護 保 険 事 業 －

Ｈ17

国調
22.3.31

21.3.31

標 準 税 収 入 額 等

-248,322

152,760
531,766

計

0

うち臨時財政対策債発行可能額

371,226
公 債 費 比 率

財政調整基金

減 債 基 金

財政力指数(19～21)

特定地域政策等の指定状況 一部事務組合等加入の状況

174,924

－

○

特 別 豪 雪 －

特 定 農 村 －

－

退 職 手 当中部圏開発 ○

山 振 地 域 －

豪 雪 －

農 村 工 業 ○

積 雪 寒 冷 特 別 －

低 開 発

過 疎 －辺 地 ○ － 土地開発基金現在高

住民１人当たり指数

債 務 負 担 行 為 限 度 額

8,502,196
13,187,601

12.0

収 益 事 業 収 入

公 債 費 負 担 比 率

特定目的基金

現
在
高

積
立
金

4.3

7.3

344,537

0

5,199,882

2,344,908
957,406

1,400,000

後期高齢者医療事業 ○地 方 債 現 在 高

歳入総額

歳出総額 B
521,992

0.8
39.4

18,815 59.2

Ⅰ-3

類 型
地方交付税種地

Ⅱ-2

実 質 収 支 比 率

9,824,702
6,108,582

20,601,615
684,526

17,533,971

0.63

標 準 財 政 規 模

765,193

400,000

林 野 関 係

-212,230

4,753

収 益 事 業 －

9.6

人口集中地区(人％)

17.10.1

区分(21年度) 指数等(千円 ％)区分 平成20年度 平成21年度

17.10.1

12.10.1 12,526

62,102
63,283

-1.9

人口（人 ％）

61,308
-0.5

本
台
帳

住
民
基

報酬（給料）月額特

別

職
副市長 竹内 正俊 725,000

任期満了年月日

平成23年4月26日

265

条 例 定 数

市長 大野 信彦 870,000 -

区 分 氏 名

12.10.1

増 減 率

実質単年度収支

21,286,141

－

2,786
286

起債制限比率(19～21)
127,657

1

435,839

31,396

32,367

--

34.0

5,336

67,504

60,812
0

4,425

0

1.7

構成比 経常一般財源

337,560歳 出 総 額

0

うち臨時財政対策債 0

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

826,049

う ち 減 収 補 て ん 債 特 例 分 0

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

372,363

13.2

0.0

公 債 費

国 有 提 供 交 付 金

地方特例交付金等

使 用 料

95,168
地 方 交 付 税

11,332

4,390,392
12,680,574小 計

交 通 安 全 交 付 金

0.8

11,497,967
41,015

74,493

0

1,524,215
0

0.6

特別地方消費税交付金

軽油・自動車交付金

136,995手 数 料

105,333

0
0.0

2,808,678

財 産 収 入

配 当 割 交 付 金

寄 附 金

分 担 金 ・ 負 担 金

109,062

0

0

0.1

2.7
0.3

地方消費税交付金

株式等譲渡所得割交付金

ゴルフ場利用税交付金

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

7,237,573
218,760
31,152

565,025
0.0 4,425

6,738,073

565,025

31,152
9,763

区 分 決 算 額

歳 入 の 状 況 （ 千 円 ％ ）

0.1
0.0

1.9
0.3

( 円 )
構成比

57.9

地 方 税

0.0

1.0 218,760

7.2

0.0

0.0

3,707,285

0.5

59.6

0.4

0
67,504

0.0

0.1
0.0
0.2

95,168

98.8

0
26,542

住民１人当たり指数

9,269

9,763

60,812

31.9

0.5

物 件 費

67,071
44,901

0521,992
1,618,512

565,700
0.0

0.0

一時借入金の状況

(千円）

0.0
100.0 100.011,637,656

経常一財(支出)

0.0

11,332

0.6
0.0
0.2
0.0

0.0

24,442

うち職員給

扶 助 費

地方交付税

分 負 担 金

地 方 債

人 件 費

うち財調減債

地方債現在高

4.9

0.0
0.6

普 通 建 設
経常一財(収入)

維持補修費

補 助 費 等

積立金現在高

190,684

債務負担行為

0.0（％）

181,665

41,186
29,436
35,677
3,075

118,588

1,726
71,937

139,309

216,080
7,141

54,109

60,901

歳 入 総 額

8,713実 質 収 支

348,776

歳 入 合 計

7.6
2.7

人口千人当たり職員数

2,880
0

21,286,141

借入金残高のピーク

標準規模に占める割合

0.0

8.6

3.9
2.5

0.3

20.6

0.1
0.5



96.8

歳 出 合 計

0

0

前年度繰上充用金

0.0

0.0

構成比

個人

現年分徴収率

1,209,314

113,270

補 助 費 等

1.1 0

市 町 村 税 の 状 況 （ 千 円 ％ ）

0

4.6

47,021

95.3

小 計

物 件 費 2,177,373
187,670

繰 出 金 2,900,256
477,516

うち組合負担金

維 持 補 修 費

積 立 金

0

1,146,873

決 算 額

38.4

95.3

2,780,533 97.5

0
20,601,615

失業対策事業費

2,620,654

区 分 決 算 額

投 資 的 経 費

投資・出資・貸付金

補 助

184,849

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

内

訳 一時借入金利子

2,513,606
2,740,370

元 利 償 還 金

51,026
3,716,823

2,761,510

40.88,403,538

1,796,529

114,947

10.6

0.6

1,092,724
1,768,816

140,567

14.1

0

0.9 140,567
12.2 1,408,663

0.0 0

2,503,183

19.9 3,614,399

15.21,769,102

3,711,556
2,439,88113.3

2,686,592

4,093,403

1,769,1021,796,529 8.7
0

394

12.2
8.7

2.3

6,475,939
1,669,172
6,573,457

8.6996,861
114,947

55.6
10.4
1.2

1.0
235,256

13.4

18.0

94.5

2,264,528

1,330,295
179,421

18.0
0.2

267,516

1,330,295

0

区 分

14,076,656

経常経費充当一般財源等計

( )

14,730,021100.0

歳 入 一 般 財 源 計

経常収支比率構成比 充当一般財源等額

0.0
15.2

1,092,799

1,768,816

31.1

9.4

性 質 別 歳 出 の 状 況 （千円 ％）

経常経費充当一般財源決 算 額区 分

5.7

災害復旧事業費

目的別歳出の状況（千円 ％）

法人
市町村民税

0.9

構成比

0.0

414,44512.7

う ち 人 件 費

単 独

普通建設事業費

0.0
0.0

( )

19.5

経 常 収 支 比 率 経常一般財源比率

11,087,209

94.5

0

3,716,823

942,010

議 会 費

総 務 費

内

訳

97.3
97.1
100.0289,331

民 生 費

4.0

96.8

14,106

目 的 税
0

内

訳

入 湯 税

事 業 所 税

法定外普通税

100.0

都市計画税

0.21,135,264
7.1

151,438
689,618

6,723,967

鉱 産 税3.3
14.2

103,396

2,620,654

100.0

0 0.0
0 0.0
0 0.0

7,237,573

--   

0 0.0
499,500 6.9

--   
96.8

96.9
99.3

513,606

5,074 0.1 --   
92.9

0 0.0 --   
97.4

42 0.0 100.0

--   
97.4

3,120,150 43.1

--   

114,392 1.6
市町村たばこ税

0.7

25.9

0.5

固 定 資 産 税

10.8 軽 自 動 車 税

0.0

※ 経常収支比率及び経常一般財源比率の上段（）内の数値は減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等に

加えない場合のもの

12.0

労 働 費

衛 生 費 2,221,464

8.7

5,333,312

921,852

農 林 水 産 業 費

教 育 費

2,935,509

2,507,730

1,796,529

特別土地保有税
小 計12.2

0.0

金 額 等 合 計

0

4.5

5.5

普 通 会 計 繰 入 額

災 害 復 旧 費

諸 支 出 金

公 債 費

商 工 費

実 質 収 支 額

土 木 費

消 防 費

療 養 給 付 費 負 担 金

水利地益税

360,259

前年度繰上充用金

歳 出 合 計 20,601,615

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 の 状 況

1,090,916

一人当たり 〃

152,799
円

区 分

千円

法定外目的税

旧法による税

407,815

被 保 険 者 数

世帯 9,621 84
69

円

円

人 17,642

283,800

一世帯当たり保険税(料)調定額

千円

千円

493
うち技能労務職 251,900

一人当たり月額(円)

281,200
加 入 世 帯 数

区 分

149,555

一 般 職 員 等

0臨 時 職 員

H22・4･1現在

527合 計

教 育 公 務 員 34

一 般 職 員

00

17,450 252,900
21,160

)

321,300

職員数(人) 給料月額(千円)

10,924

138,632

(

0.4

-
-

5.7法人 414,44512.7総 務 費

うち消防職員

被保険者一人当たり費用

83,329

230,184

20.00
40.00
35.0

比率（％） 早期健全化基準 財政再生基準

13.02
18.02
25.0
350.0

健
全
化
判
断
比
率

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率


